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                                       要約 

 日本の不登校の問題を考えるうえで，常に世界の研究に目を向け続けることは必要である。

筆者は 1980 年から 1990 年までの研究の概観を行い，その継続研究として 1991 年から 2002 年

まで，および 2011 年は ERIC および PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS の，2003 年から 2010 年

までは PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS の不登校との関連が考えられるキーワード school 

attendance，school dropouts，school phobia ，school refusal を持つ文献を分類してきている。そ

の継続研究として 2013 年は ERIC の文献 64 件について取り上げ分類し検討を加えた。 
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  Ⅰ はじめに 

 筆者(1992a)は，諸外国と日本における不登校の初期研究を踏まえた上で，ERIC および

PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS の school attendance, school dropouts, school phobia, school 

refusal をキーワードとする 1980 年から 1990 年の 400 件あまりの文献を中心に各国別，年代順

別に分類し，不登校研究の概観を行った。不登校の問題を考える上で，日本国内ばかりではな

く世界の研究に常に目を向け続け，1 年毎の形式で蓄積していくことは意味があると考え，1991

年からそれぞれの年の文献について継続研究を行ってきた

(1992b,1993,1994,1995,1996,1997,1998,1999, 

2000,2001,2002,2003,2004,2005,2006,2007,2008,2009,2010,2011,2012,2013)。 

 本研究は，2013 年の文献についての継続研究である。ERIC データベースは 2003 年以降，デ

ータベースの検索方法を変更していたため，2003 年以降の文献については，年毎の検索ができ

なくなっていたが，2011 年途中に確認をしたところ年毎の検索が利用可能になっていた。 一

方，DIALOG データベースの PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS (PsycINFO データベース)は，昨

年 11 月末に日本国内の個人利用者へのデータベースサービスが終了し，12 月以降の現状では

大学などの専門機関での利用となっている。今回の研究では，ERIC データベースを用い，文

献検索を行った。検索方法は，インターネット経由での作業を行った。これらの中から不登校

との関連が考えられるものについて，キーワード毎に分類した。筆者の作業(1992a)に続くこの

継続研究は，今回で 23 年目に当たるが，同一規準での作業をし，世界での傾向を把握する基礎

研究の 2013 年分である。 



 2013 年について，ERIC データベースでは，school attendance に関する文献が 32 件，school 

dropouts に関する文献が 28 件，school phobia に関する文献が 20 件，school refusal に関する文

献は 10 件であった。 

 ERIC データベース 90 件の文献の中で不登校との関連が考えられる 64 件について，キーワ

ード毎に分類し，研究の概観をする。 

 

 Ⅱ 各キーワード毎の研究の概観 

 ここで取り上げる研究は，2014 年 6 月現在，ERIC において検索し，不登校との関連が考え

られる 2013 年分として収録されている文献である。ここでは，日本の幼稚園・保育所から高等

学校に対応する学年までの不登校との関連が考えられる文献を取り扱っている。 

  １ school attendance に関する研究の概観 

  2013 年の school attendance をキーワードに持つ文献は 32 件が見いだされる。これらのうち，

ここでは 23 件を概観する。国別では，これらのうち，アメリカ合衆国が 10 件，オランダが 1

件，タイが 1 件，エチオピアが 1 件，マラウイ共和国が 2 件，シエラレオネ共和国が 1 件，ウ

ガンダが 1 件，北アイルランドが 1 件，タンザニアが 1 件，メキシコが 1 件，スウェーデンが

1 件，オーストラリアが 1 件，チリが 1 件である。 

 Monahan ら(2013)は，中流および上流階級の若者の比較的大きな反社会的行動と毎週 20 時

間以上の労働が研究から関連づけられ，一方で雇用は危機的状態にある若者に利益をもたらし，

青年男女の犯罪者の間での犯罪から距離をもたらすことにつながると主張している。開始年齢

14～17 歳であり，およそ 1,300 人の青少年犯罪者の対象者で，反社会的行動に関して，作業時

間，登校状況，雇用の特徴との関係について 5 年間にわたって追跡調査を行った。厳しい条件

での雇用と不規則な登校状況，失業と不規則な登校状況，失業と学籍登録のない状態との組み

合わせでは，特に青年期前期の間で，かなり大きな反社会的行動と関連が見られた。厳しい条

件での雇用は，学校に在籍しているときにのみ反社会的行動を減少させている。 

 Baird ら(2013)は，マラウイ共和国の現金移送実験からエビデンスを用いた青年期の女子での

メンタルヘルスにかかわる積極的な収入の衝撃の効果を調査研究している。現金移送の申し出

は，ベースラインの女子生徒の間の精神的な苦悩を強く減らしたが，これらの大きな有益な影

響は，青年期の女子による規則的な登校状況について，親の状況に提供される現金移送量の増

加により低下した。増進された身体的健康，改善された登校状況，個人消費，余暇は，その効

果の原因となった。増加した精神的苦悩の強いエビデンスが，治療処置域にある未治療のベー

スラインの女子生徒の間にも見られた。プログラム終了後すぐに，これらの影響のすべては消

滅した。 

 Mackey と Duncan(2013b)によると，メリーランド州では 2014 年度開始に 16 歳から 17 歳，

2016 年度開始に 17 歳から 18 歳と 2 段階で義務教育年齢を引き上げることにした(メリーラン

ド上院法 362,2012 年)。メリーランド州教育省は，州議会に，政策転換を行って報告条件を満



たす際に，中部大西洋岸地域教育研究所から技術協力を求めた。中途退学，無断欠席率，懲戒

処分以降後の変化を調査し，政策転換の影響を追跡し報告するのに必要なデータを特定するた

め，義務教育年齢を引き上げた他の州からのデータを含んでいる。(1)2002 年～2011 年の間に

義務教育年齢を引き上げた州では，中途退学，無断欠席，懲戒処分で，どのような変化が起き

たか？(2)国家データベースに基づいて，より広範などのような社会的結果が特定されたか？

(3)これらの州では，これらの期待される結果での変化をどのように判断したか？これら 3 つの

調査項目を取り上げている。義務教育年齢の引き上げ後に，中途退学，無断欠席，懲戒処分で

の変化を判断するような州特定の研究は見いだせなかったので，他の州から用いられるデータ

要素を報告することはできない。しかし，将来の分析のためのいくつかの提案されたデータ要

素については完全なレポートとして示されている。日本では義務教育年齢は 15 歳までであり，

2016 年度にメリーランド州で 18 歳まで引き上げられた以降の状況がどのように推移するか興

味深いことであり，今後も継続研究を追跡したい。 

 Patrinos(2013)によると，オランダの教育制度の鍵となる特徴の一つは，学校を設立し教える

ことを組織する自由という教育の自由である。 オランダの学校のほぼ 70%は私立の教育委員

会によって管理され，すべての学校は等しく資金を助成される行政区である。このことは，学

校選択を許容することになる。私立学校の登校状況を特定する方法を用いて，オランダの教育

制度が学力を向上させることが示される。方法の多様な結果から，私立学校の登校状況がより

高いテストの点数と関係していることが示されている。数学，読書，科学の成績に対する私立

学校規模の影響は，それぞれ 0.19，0.31，0.21 である。 

 Mackey と Duncan(2013a)によると，メリーランド州では，2014 年度はじめに 16 歳から 17

歳に，2016 年度はじめに 17 歳から 18 歳に引き上げるという 2 段階で義務教育年齢を引き上げ

ることにした(メリーランド州上院法 362，2012 年)。メリーランド州教育省は，州議会対して

政策転換を行い報告条件を満たす際に，中部大西洋岸地域教育研究所に技術協力を求めた。こ

の背景に対して，(1)2002 年から 2011 年の間に義務教育年齢を引き上げた州では，中途退学，

無断欠席，懲戒処分で，どのような変化が起きたか？(2)国家的データセットを用いた研究では，

どのような広範な社会的結果が特定されるか？(3)これらの期待される結果は，これらの州でど

のような変化が測定されたか？という 3 点の項目での調査研究を行った。なお，これらの研究

では，(1)州の義務教育年齢法での変化についてのデータは，ウェッブサイトでアクセスできる。

(2)義務教育年齢の変化にかかわるデータは，政府および非政府組織のドキュメントからアクセ

スできる。(3)中途退学予防プログラムの州機関では，義務教育年齢の変化にかかわる結果につ

いての情報を E メールで取得できる。研究結果によれば，義務教育年齢の引き上げに対して肯

定的あるいは否定的なケースを構築するには不十分なエビデンスとなっている。メリットに関

する異なる見解にもかかわらず，最近の研究には州がより厳格な義務教育年齢法を制定すると，

広範なアプローチを創造する補完的な原級留置と中途退学予防政策と共に実施しなければなら

ない。(1)方法論，(2)2002 年から 2011 年の間の義務教育年齢を引き上げた法規の概要，(3)義



務教育年齢必要条件の要約が付記されている。なお，この文献の要約を Mackey と

Duncan(2013b)で示されている。 

  Zusevics ら(2013)によれば，ミルウォーキー州では，青年男女のあいだで危険な性行動が非

常に高い率となっており，一方，成績は低くなっている。ミルウォーキー州の学校代表は，生

徒たちをかかわらせる革新的なプロジェクトベースの学習(PBL)である高等学校での学校保健

カリキュラムを作成し実行するために，研究者と協力した。この健康教育プログラムであるプ

ロジェクトヘルス(PH)は，都会の健康教室に，PBL により，ミルウォーキー州の公立高等学校

の生徒たちをかかわらせることを目的としていた。必要とされる改善の強さと弱さ，領域を特

定するために，生徒たちのかかわりに関するプログラムの影響を調査し，実行過程を取り上げ

ることを目的としていた。介入群と統制群の学校で 3 期にわたって，18 個のアイテムの尺度に

より生徒のかかわりを測定した。カリキュラムが実行された学期に，生徒が欠席した日数を追

跡して，登校状況のデータが収集した。PH クラスで生徒はより多くのかかわりをしているか，

統制群のクラスよりも欠席をしていないかを共分散分析をテストで行った。過程評価には，教

員，高校生のフォーカスグループ，教育支援者のフォーカスグループとのインタビューが含ま

れていた。全データにわたるキーとなるテーマとカテゴリーを抽出するために主題分析を用い

てインタビューを書き写し，分析した。介入群健康クラスの生徒は，統制群の生徒よりかなり

欠席が少なくなった。ただし，生徒のかかわり尺度で測定したように，統制群の学校では級友

よりもかかわりは多くはなかった。PH 高等学校カリキュラムで用いられた PBL 教育アプロー

チの様々な要素は，健康教育の教育者，生徒，教育支援者に肯定的に受け止められていた。結

果から健康教育に用いられた PBL は登校を増やすかもしれないことを示している。PBL を取り

入れた新しい健康教育プログラムが都会に住む生徒の登校に明らかに影響を与えることができ

る方法を文書化したという点で，この研究は独創的であった。 

  Jindal-Snape ら(2013)は，学校教育に対する創造的な環境に関連する教育的調査研究，政策，

専門的な文献の系統的な概観に基づいて研究を行っている。210 件の文献検索にもかかわらず，

概観の対象とした 2005 年と 2011 年の間に刊行された経験的研究は比較的少なかった。概観に

含まれている 18 件のみが，教育者に対する創造的な影響を調査研究していた。生徒の達成，信

頼，回復力，動機づけ，問題解決，個人間のスキル，登校状況に関する創造的な教育環境に対

するいくつかのエビデンスが見られた。 

  Moyi(2013a)によると，2000 年のダカールの世界教育フォーラムで，各国政府は 2015 年まで

にすべての教育を成し遂げると宣言した。現在の学籍登録傾向が続くと，校外にいる子どもた

ちの数は目下の水準から増加する。13 歳から 16 歳という比較的低い中等学校年齢に対して，

より大きな焦点化が必要である。これらの子どもたちは，校外の子どもの数の見積もりには含

まれていない。比較的低い中等学校年齢の子どもたちを見落し続けると，校外にいる子どもた

ちの数を減らすことは難しい。2006 年のウガンダの人口統計学健康調査データを用い，ウガン

ダでの比較的低い中等学校年齢の登校状況と 5 学年の達成度を調査した。貧困，家長の間での



低い教育水準，障害が学校への継続的なかかわりと進展を制限し続けることが明らかになった。 

  Grant ら(2013)によれば，トイレおよび生理用品の供給は，発展途上国で青年期の女子の登

校状況とパフォーマンスを促進する有望な戦略であるように考えられる。生理にかかわる長期

欠席と関連した個人段階と学校段階の要因を調べるために，マラウイ共和国学校青年調査

(MSAS)の第１ラウンドを用いている。女子生徒の 3 分の 1 が前月の生理期間の間に少なくと

も 1 日は欠席したと報告していたが，今回のデータから生理ではごく一部の女子生徒の長期欠

席だけであり，長期欠席では男女差がないことを示唆している。生理関連の長期欠席では学校

段階の相違のエビデンスが見い出せず，生理のための長期欠席が学校環境では敏感ではないこ

とを示唆している。むしろ，祖母と一緒の共同住居と自宅の勉強の利用時間は，生理期間との

間には欠席についての可能性が低いことを示している。 

 Lindskog(2013)によれば，エチオピアの地方にある Amhara の男女の年間登校率に対する兄弟

姉妹の教育への影響が，家庭のバリエーションを用いて評価されている。学校を離れた時だけ，

女子校入学の妹の否定的な影響と他の兄弟の読み書きの能力の肯定的な影響が見られた。この

ことは，信用制約が妨げている役割と一致している。ひとたび学校を離れると，教育を受けた

兄弟姉妹の長期間の影響は，肯定的となる。このことは，兄弟姉妹の収入を得ることへの貢献，

信用制約の緩和，教育の利益についての認識が変わることがそれぞれあるいは双方によってい

るからである。おそらくは，家族の農場を買収するはずの時から，最も年長の兄が他の男子よ

りわずかな教育を受けることになっていたためである。 

  Johnson ら(2013)によれば，学校規模での積極的な行動介入と支援(SW-PBIS)は安全で効果的

な学習環境を作り，肯定的な教育環境を啓発する枠組みである。SW-PBIS は，生徒の学業成績

での改善と SW-PBIIS の実行との間の原因となる関係の論証が曖昧なままである一方で，

SW-PBIS が行動上の結果を改善することができることを示している。テキサス州の男子更生施

設での SW-PBIIS の実行を伴う職業上技術上の工業的な証明の増加，行動上の事件報告の減少，

登校状況の改善のエビデンスを示している。これらの改善は，SW-PBIS の実行によるばかりで

はなく，たとえば機関の方針や手順の変化，施設または機関のリーダーシップの変化，その他

の治療処置や更生計画，測定の妥当性のような代わりの説明にもよると言える。収監された若

者の学業上の特徴に基づくこれらの改善された利得に対する説明も提供している。 

  Moyi(2013b)によれば，シエラレオネ共和国は 1991～2002 年の内線により荒廃した。戦争の

終わりから，学籍登録では先例のない増加が見られた。学籍登録者数は増加したが，校外にい

る学齢児の数は高いままであった。国際機関の関心は主として学齢児にあったが，かなりの中

等学校該当年齢の若者は校外に存在していた。低学年の中等学校該当年齢の若者のおよそ 38％

が校外にいるという問題が，サハラ以南のアフリカでは最も深刻である。シエラレオネ共和国

での登校状況の変化つつある形態と中等学校該当年齢の若者の小学校修了とを調査研究してい

る。2000 年と 2005 年のシエラレオネの多面的指標クラスター調査，2008 年のシエラレオネ人

口統計健康調査の 3 つの国家的に代表的な世帯調査からのデータを用いた。結果から，学籍登



録者が増加していた。シエラレオネ共和国では，教育的な結果として，性別，居住地域，地方

と都市での住居，貧富の差が存在している。 

 What Works Clearinghouse(2013)は，ニューヨーク市立学校で慢性的な長期欠席率を減らすよ

うにデザインされた介入の効果を調査研究している。介入プログラムに参加している学校では，

対照群の学校よりも慢性的な長期欠席率の生徒が大きく減少していることを体験していると報

告している。介入プログラムに参加している学校に通っていた生徒は，対照群の学校の生徒よ

り慢性的な欠席や，ひどい慢性的な欠席になりそうではなかった。このプログラムの効果を調

べるために，対照群調査研究デザインを用いた。WWC 証拠標準を満たすことができたが，さ

らなる情報には分析的サンプルがベースラインで等しかったかどうか決定するためには必要で

ある。一層徹底的な概観が，研究に対する評価を決定し，より完全にその結果を報告すること

になる。なお，この文献はフルテキストが閲覧可能である。 

  Battiston ら(2013)は，1992～2006 年の期間でのアルゼンチン，ブラジル，チリ，エルサルバ

ドル，メキシコ，ウルグアイの多次元的貧困調査研究を行っている。アプローチは，子どもの

登校状況，世帯主の最終学歴，公衆衛生，水，避難場所という 5 つの他の次元と収入を結びつ

けることにより，収入ベースとそれでは満たされない基本的な要求で，ラテンアメリカでの貧

困分析の 2 つの伝統的な方向の限界を克服している。結果によれば，選択された国々での貧困

の進化のより完全な理解を示している。研究期間にわたって，エルサルバドル，ブラジル，メ

キシコとチリは，多次元的な貧困での重要な削減を体験している。アルゼンチンの都市部で見

積もりがほとんど変わらない一方で，ウルグアイの都市部では多次元的な貧困でのわずかな削

減が見られた。エルサルバドル，ブラジルとメキシコとチリの農村地帯では，アルゼンチン，

チリ，ウルグアイの市街化区域よりもかなり高く同時的な損失が示されている。すべての国々

では，適切な公衆衛生へのアクセスの損失と世帯主の最終学歴は，全体的な多次元的貧困での

最も高い要因である。 

  McKay と Cole(2013)によれば，先行研究では，青年男女間のストレスの高められたレベルと

精神的，身体的，情緒的幸福の縮減されたレベルの関係を示唆していた。青年期のストレスと

自己申告された飲酒行動の 10 の領域の関係を調査研究している。12～16 歳の合計 610 人の青

年男女が，北アイルランドの高等学校から選択された。飲酒行動とストレスに関する質問紙に

記入することに加え，参加者は，自尊心と自己有用感についての 3 つの領域を評価する質問紙

に回答している。二変量解析の結果から，より問題のある飲酒が 10 領域のストレス領域中 9

つでのストレスのより高いレベルと関係していることが分かった。より完全に統制された回帰

分析によれば，より問題のある飲酒が家庭生活，登校状況，経済的圧力からのより大きな自己

申告されたストレスと，仲間からのプレッシャーや学校での達成からの比較的低いストレスと

関係していた。これらの結果から，青年男女の間の問題のある飲酒と関連するいくつかのスト

レッサーの高められた出来事とその他の比較的低い出来事の組み合わせであることが示された。

これらの関係がどのような領域に先行するのか，青年男女の飲酒を予測させるのかについての



調査研究がこれから求められる。 

  Gray ら(2013)によれば，タイの 15～18 歳の生徒の幸福に影響を与える家族の要因と家族以

外の要因を調査研究している。社会文化状況とメンタルヘルス調査から 905 人のデータを用い

ている。回帰分析に基づいて，家族の要因は，青年男女の幸福の変化を説明する家族以外の要

因より重要であった。家族の領域に関して，愛情のある家族と最高レベルで費やされる十分な

時間を報告した人々は，最も幸せであった。両親ともいる家庭で生活している人々は最も幸せ

であった。結婚した父または結婚した母との片親家族で一緒に暮らしている人々がこれらに続

いた。世帯の経済的状況を統制しても結婚していない母親との家族で生活している人々は，最

も不幸であった。これらの調査結果から，様々な家族システムのある国では父親の役割が重要

である。家族以外の要因に関しては，課外活動に定期的に参加した最も高い登校状況，最も高

い自尊心，最も高い経済状況である青年男女が，最も幸せであった。 年上で定期的に家庭の雑

用をしなければならなかった青年男女は，仲間よりも幸せでない傾向が見られた。 

  Sommer(2013)は，低収入の国家での人口健康結果に対する女子教育の重要性を論じている。

世界的な公衆衛生コミュニティは，低収入の国々で学校での女子の青年期への移行を遅らせる

かもしれない学校環境の側面を見落す傾向があった。年頃で新しく生理がある女子の登校状況

と健康と幸福に影響を与えるかも知れない学校での体験の範囲内で，構造要因，環境要因，身

体的要因，社会的要因に最小の経験的注意が与えられてきている。学校環境での生理の流れを

管理する青年期の女子の体験を調査したタンザニアのキリマンジャロで行われた研究を記載し

ている。不十分な水，公衆衛生，学業上の雰囲気での懲戒的な性質のような女子の登校体験に

影響を与える 8 つの基本的な構造要因と環境要因を特定している。公衆衛生と教育の分野では，

低収入の国家で女子生徒に向き合う青年期に関連した挑戦が，長い間なされてきている。 

  Griswold ら(2013)によれば，長期欠席と胎児期の貧弱な設備の応諾が，妊娠した 10 代にとっ

ての懸念である。学校での胎教(PAS)プログラムは，胎教のために生徒が学校を去る必要を減

少させる地域健康管理提供者と教職員にかかわる新しいモデルの胎教である。プログラムは，

特に青年男女のためにデザインされた胎教と教育を結びつけたものである。2010 年秋に 28 人

の女子が PAS に参加した。プログラムの評価結果によれば，その前年度に学籍登録されている

仲間と比較して学籍登録されている生徒中では 14.2％登校が増加し，グループの胎教プログラ

ムへの十代の地元のクリニックへの参加に対して 5.7%が増加し，妊娠中と誕生の知識では 42%

の増加が見られた。満足度調査から，PAS が分娩と出産の準備を支援していると参加者すべて

が信じ，92％が学校にとどまるように促されたと感じていた。このパイロットプログラムは，

学校教育での時間を増加させ，分娩・出産に対する準備を改善し胎教による参加を増やすこと

により，妊娠した十代のためになった。 

  AzevedoとRobles(2013)によれば，条件付き現金給付プログラム(CCTs)には，貧困を減らし，

子どもたちの人的資本を増やすという 2 つの主要な目的がある。これらの目的を達成するため

に，現金給付は，子どもたちの教育，健康，栄養への投資を条件とする貧しい家庭に提供して



いる。CCTs により用いられる対象機能は，収入が少ない者を特定することには成功したが，

人的資本に過小投資する家庭を特定する際にはうまくいかなかった。複合的な尺度が用いられ

るときでも，それぞれの側面に特有の欠乏をとらえられないので，これらの機能は貧困の多次

元的な側面が考察されない。CCTs の多次元的な目的と貧しい家庭の複数の欠乏とを明確に考

慮する受益者を特定する多次元的対象アプローチを提案している。 結果から，提唱された多次

元的対象方法論がしばしば CCTs に関連する局面で最も貧困である子どもたちと家庭の選択を

大幅に向上させることを示している。メキシコのオポチュニダス計画の場合には，前賭け金評

価結果は，受益者の多次元識別が現金給付の生徒の登校状況への影響を代わりの対象モデルと

比較して増加させていた。 

  Allodi(2013)によれば，市場原理，アカウンタビリティーと標準という新しい公営の原則が

教育制度にも適応されてきている。これらの方法は効率を上昇させると考えられるが，パフォ

ーマンスの尺度がゴールの減少した範囲を目標とするか，関連した変数を無視するか，適切な

尺度ではないならば，否定的な結果のリスクが提供されるサービスからも考えられる。学校の

パフォーマンスを比較するのに用いられる指標は，たとえば中等教育と平均資格取得にかかわ

る生徒のパーセンテージのような相当量である。ここでは，アカウンタビリティーの方針と手

順が多様な生徒にサービスを提供している学校の事例研究を通して教育制度の機能に影響を及

ぼすかもしれない方法を報告している。学校組織は，パフォーマンス，外部の出来事，関連す

る選択変数の尺度により影響されている。主に学校の構成と学校の分離を反映する時から，平

均的資格取得価値尺度は学校レベルでのパフォーマンスの限られた尺度であると考えられる。

背景変数に対して調節された利用可能なパフォーマンス尺度でさえ，生徒の言語力や特別支援

教育の必要性のようなリソースとその結果の学校のニーズに影響を与えるかもしれない関連し

た変数を考慮してはいない。中途退学防止，登校状況の改善，すべての生徒への公正な教育の

提供のような容易には測定できないその他のパフォーマンスは無視されている。平均的な学校

より複雑で先進的な仕事を行っているときに学校が失敗しているように見えるというリスクが

あるので，それらの生徒に最も多くのニーズを与えている学校はアカウンタビリティーのシス

テムのおよそ制限された範囲で罰せられるリスクを冒すことになる。これらの不正確なパフォ

ーマンス尺度に基づいて，学校は広範囲で厳しい，基本的には不当な介入で対象とされている

かも知れない。 

  Willits ら(2013)によれば，特別なヘルスケア(CSHCN)が必要な子どもたちは，病気のため，

より多く学校を欠席する傾向がある。メディカルハウスは，よりよく子どもの必要性を満たす

ためサービスを調整する初期医療のモデルである。 CSHCN の間にメディカルハウスの存在と

学校の欠席の間の関係を調査することを目的に研究を行った。2005 年の「特別なヘルスケアが

必要な子どもの国家調査」(NS-CSHCN)からの横断データの二次分析を行った。多変量ロジス

ティック回帰分析が，メディカルハウスの存在と学校の欠席数の関係を分析するために行われ

た。CSHCN の間のメディカルハウスの存在は，学校の欠席数の最も高いカテゴリーであるこ



とと関係していた。学校の欠席数の補正オッズ比は，貧困，首都の統計地域ステータス，家庭

教育，年齢，人種，民族性についての調整後，メデイカルハウスへの出入りが学校の欠席を減

少させないことが分かった。データからメディカルハウスによる CSHCN が病気による学校の

欠席を減少させるという仮説をサポートしなかったが，欠席数の多い子どもの健康状態につい

ての親の認識との関係と家族とメディカルハウスでのヘルスケアの提供者とのコミュニケーシ

ョンが十分であるかなどの将来の研究の課題を呼び起こすことにつながるものと考えられる。 

  Guenther ら(2013)によれば，遠隔のアボリジニとトレス海峡島の生徒の教育について論じる

とき，用いられる言語には失敗と欠損，格差と問題のメッセージがしばしばたくさんある。こ

の言語は，遠隔のアボリジニとトレス海峡島の生徒に外面上はひどい結果の実証により明白と

考えられる統計学に反映される。国家的アクションプラン－リテラシーとニューメラシー－

(NAPLAN)到達度データ，登校状況データ，オーストラリア統計国勢調査データ，2 年ごとの

「生来の不利益を克服しよう」生産性委員会報告のようなその他の編集によるデータを含むデ

ータ範囲である。これらのデータは遠隔のオーストラリアの教育の厳しい状態を描写し，格差

を埋めるようにデザインされた多くの州，準州，連邦政府のイニシアティブに部分的に対応し

ている。不利益に対処するようデザインされたすべてのプログラム，政策，イニシアティブに

対して，データから示されているように，進展があまりにゆっくりで，遠隔のアボリジニおよ

びトレス海峡島の学校とより幅広いコミュニティとの明らかな違いにはならない。ひどい結果

と失敗の実例がたくさんあり，オーストラリアの遠隔に住んでいる人々の豊かさ，多様性と成

就を認めるためには何もしない議論があとに残されている。方針により作成され，データで報

告され，不利益と利益についての考えに疑問を呈することになる。遠隔教育の不利益について，

別の考え方を提案している。関連した文献の概観と「遠隔経済の参加者に対する遠隔教育シス

テム」プロジェクトのための協同組合リサーチセンターの早期の観察に基づいている。遠隔教

育の投資家とのより深い議論を促進して立案された形成的な仕事である。遠隔のアボリジニと

トレス海峡島民家族のオントロジー，価値論，認識論と宇宙論が教育制度での話をより完全に

考慮されるなら，遠隔学校教育の相対的な利点がどのように定められるかについて取り上げて

いる。  

  Simonoff ら(2013)によれば，精神医学的問題は自閉症スペクトル障害(ASDs)で一般的である

が，理由は十分には理解されていない。精神医学的問題の持続性を調査し，それらの出来事と

安定性に対するリスク要因を特定するために，縦断的な人口を代表する一団を用いている。16

歳の 75 人の男子と 6 人の女子，計 81 人に 12 歳で最初に面会し，親が報告する強さと困難さの

質問紙(SDQ)を用いて再評価された。12 歳から，子ども，家族，関連する特徴が，精神病理学

のリスク要因としてテストされた。有病率は，一般的な人々か ASD に特有の SDQ カットオフ

が用いられたかどうか次第で異なっていた。前者が時間の経過とともに精神医学的な問題につ

いて減少を提案している一方，ASD に特有の分離は有意差を示さなかった。ADHD を除いては，

ASD に特有のカットオフは，一般的な人々の集団でのカットオフより少ない影響を受けること



が確認された。0.50～0.58 にわたっている親の相関関係と 16 歳での 0.33～0.53 を親の報告に関

連させている 12 歳での教員の SDQ 報告では，縦断的領域固有性があった。リスク要因の役割

を調べる際，低い IQ と適応可能な機能では，より高い活動亢進と全困難得点が予測された。

16 歳での比較的大きな情緒的問題は，より貧弱な母親のメンタルヘルス，家族をベースにした

損失と比較的低い社会階級により予測された。行動上の問題での 12～16 歳での改善は，比較的

大きな近隣の損失と特別支援学校への登校により予測された。ASD の他の精神医学的な兆候の

縦断的研究であり，ASD での更なる精神医学的な問題は，児童期から青年期までの持続的で，

領域に特有なものである。ASD に特有のカットオフが用いられるとき，SDQ 兆候の年齢に関連

する減少があてはまらないという研究結果は，診断尺度を用いる更なる評価を必要とする。一

般的な人々の研究に期待される予測されるリスク要因と精神病理学的予測から，ASD での精神

病理学の原因と一般的な人々の集団においては異なるという可能性が見いだされた。 

  McEwan(2013)によれば，チリはラテンアメリカで最も古く最も大きな学校給食プログラム

の一つを運営し，比較的貧しい学校に高カロリーの食事を提供することを目標としている。地

方の公立学校と生徒の教育結果に関して，より高いカロリーの食事の影響を評価している。後

退-不連続デザインを学籍登録と登校状況，１学年の登録年と原級留置，第 4 学年のテストの点

数を含む管理のデータに適用している。スペックとサンプルの範囲にわたり，さらなるカロリ

ーがこれらの変数に影響を及ぼすというエビデンスはない。チリの政策の焦点がカロリー含有

量よりもむしろ学校給食の栄養構成をさらに変えなければならないことを示唆している。 

 

 ２ school dropouts に関する研究の概観 

 2013 年の school dropouts をキーワードに持つ文献 28 件のうち，関連の考えられる 24 件につ

いて概観する。国別では，アメリカ合衆国が 19 件，オーストラリアが 1 件，カナダが 1 件，フ

ィンランドが 1 件，ガーナが 1 件，ケニアが 1 件を取り上げることとする。 

 

  Dunne と Ananga(2013)は，ガーナの中途退学者のアイデンティティの地理学を展開している。

地方のコミュニティの中途退学者がどのように学校内外でのアイデンティティから物語を創る

かについて調査している。この分析法では，中途退学者の報告で，空間，力，アイデンティテ

ィがどのように交差するかをたどっている。4 人の中途退学者の物語に焦点を当て，親，介護

者，賃金労働者として重要な社会的責任がある校外での生活の報告から始めている。生徒とし

ての体験の報告とこれらの報告とを対比している。学校に近づくことと登校を継続ことに対す

る努力を調査した後に，学校生活と組織的な性別と年齢の体制を操作する方法を考察している。

これらの物語は，「過剰」であることが学校にとどまることを困難にさせる可変的な方法の範

囲で極性を与えられた生徒の性別のアイデンティティと重なる方法に焦点を当てている。分析

から，学校空間での社会的な位置づけと中途退学の重篤さが，家庭とコミュニティで体験され

た緊張の程度を示している。均質化することに関する中途退学にかかわる問題に関する量的デ



ータの範囲を示している。研究の方法論的な意味で，赤い文字は，しばしば優位な発達の物語

で明瞭に表現される中途退学についての説明をしている。中途退学を表す治療介入とすべてに

対する教育への権利をどのように構築するかに対する重要な意味がある。 

 Fortin ら(2013)は，調査の最初の年が 12～13 歳の高校 1 年生の 8 年間の縦断研究で収集され

たデータを用いて，中途退学の経験的な多次元モデルをテストしている。構造式モデルの分析

によれば，個人，家族，学校の５つの潜在的要因が，19 歳の年齢で特定される中途退学に影響

することがわかった。5 つの要因は，貧弱な親子関係，若年性うつ状態，家族の困難さ，否定

的な学級の雰囲気，消極的な学校でのかかわり，低学力である。このモデルは，一般的な人た

ちでの中途退学への過程の理解を増加させ，高等学校中途退学予防プログラムに対する直接的

な意味を有している。 

 Marcotte(2013)によると，高等学校中途退学と十代の出産の関係を理解することは，ともに，

様々な統制要因に対する困難さにより影響されるため難しい。義務的な高等学校卒業試験に関

する各州の政策についての情報を用い，中途退学に対して洞察を展開するために，全 50 州に対

して，年齢によりまとめられた中途退学と出生率についてのパネルデータを用いている。教育

の様々な結果への影響を確認するため，文献で以前から用いられている方法と義務教育法に基

づくこれらの出口試験方法を用いている。これらの方法では,様々なマージンで操作されるので，

どちらの方法でも対応しているよりも広範な人々に対して，平均的治療処置効果について，ロ

ーカルな平均的治療処置効果が有効かどうかについての洞察を提供している。研究結果から，

十代の黒人の人たちに対して大きな影響を与えている一方で，高等学校中途退学者に関する十

代の妊娠の順応性が，0.082 高いことが分かった。 

  Skues と Cunningham(2013)は，学習障害に対して生徒をスクリーニングする教師が管理する

教育的知的テストを用いることの妥当性を調査研究している。「27 の技術と教育」(TAFE)の

生徒と中途退学した生徒を再接続するようにデザインしたプログラムに登録されたビクトリア

州の TAFE の生徒が本研究に参加した。研究の結果から，学習障害の生徒のスクリーニングに

対する知的尺度として，Kaufman Brief Intelligence Test 第 2 版(KBIT-2)と標準 Progressive 

Matrices(SPM)を用いた限定的なエビデンスの妥当性に対する予備的なエビデンスを提供して

いる。 

  Quiroga ら(2013)によれば，青年男女の健康に関する調査研究によれば抑うつ状態にある生

徒では学業不振に直面するリスクが増加しており，中途退学過程での青年男女の抑うつ状態の

影響に注目した研究はほとんどなかった。青年期後期での中途退学に，7 年生での抑うつ兆候，

自己認識している学力，自己報告した成績と関連する媒介過程を研究している。女子 228 人，

男子 265 人，計 493 人のケベック州モントリオールの低い社会経済的状態にある中等学校のフ

ランス語を話す青年男女について 6 年間にわたって追跡調査を行った。調査対象者のほぼ 34％

がこの期間に中途退学した。調査結果によれば，7 年生での自己報告された抑うつ兆候は青年

期後期の中途退学のリスクを増加させていた。構造式モデルから，抑うつ兆候と中途退学の予



測される関係は，学力の自己認識により橋渡しをされることが分かった。青年男女の抑うつ兆

候と早い段階での退学との関係の媒介過程として学力の自己認識のサポートを研究結果は提供

している。 

  Darney ら(2013)は，第 1 学年時に学業上行動上の問題があると特定された生徒と 12 年生で

の末端の結果との間の 11 年の縦断的関係を評価している。678 人の主にアフリカ系アメリカ人

の第 1 学年の生徒の縦断的コミュニティサンプルでの学業上行動上の問題の潜在的なクラスを

特定している予備的研究を展開している。第 1 学年で特定されたクラスのタイプと数は性別に

より異なっていたが，結果によれば，行動上学業上の問題のあるクラス内の生徒は 12 年生での

長期の否定的な結果があることが示された。第 1 学年で行動上の問題と学業上の問題が共に起

こっているクラスでは，特別支援教育の配置，メンタルヘルスサービス利用，低い成績，中途

退学のかなり高い可能性を含む男女ともの否定的な末端の結果に対するもっとも大きなリスク

が示された。学校での予防，早期の介入，具体的な実行について議論されている。 

 Landis と Reschly(2013)によれば，高等学校中途退学の問題は政策立案者，教育専門家，一般

市民に長い間かかわってきている。特別支援関連の文献では，あまり取り上げられてはいない。

生徒の約束というものは，中途退学の現象を概念化し，この現象を予防する適切な治療介入を

デザインする一層議論されてきた構成概念になっている。生徒の約束という枠組みの範囲内で，

才能はある一方での達成不全や中途退学であるという文献の先行研究を概観している。特に，

生徒の約束という学業上，行動上，情緒的，認知的指標を調査研究している。調査研究と実践

の概観とかかわり合いについての研究結果が示されている。生徒の約束は，才能のある生徒の

間では，中途退学の行動を理解し，予測し，予防する上で本質的な構成概念であることが分か

るかもしれない。 

  Halfond ら(2013)は，青年男女の希望と不安についての自己自身についてのスペイン語系ア

メリカ人の親と青年男女の報告を調査研究している。18 人の母親，11 人の父親，計 29 人の親

と 18 人の青年男女が半構造化した個別面談に参加した。面談は，デジタル録音され，筆記され，

テーマに対してコード化され内容分析が行われた。出てきたテーマには，達成，個人間，個人

の特徴，財政的な資料，文化的なルーツとリスクのある行動が含まれていた。青年男女より親

が，十代の親であることのような個人間の自己自身について不安に感じていた。調査結果から，

スペイン語系アメリカ人の親と青年男女は，スペイン語系アメリカ人の青年男女間で，中途退

学と十代の妊娠の高い割合とは一致していない将来の結果に対する希望と不安とを述べている。 

 Klika ら(2013)によれば，身体的な児童虐待は，青年期と成人期の反社会的行動を占う指標で

ある。反社会的行動を含むその後の人生で起こっている結果に対する身体的な児童虐待のリス

クを和らげる要因については，これまでほとんど研究がなされてきていない。児童期から成人

の年齢までの反社会的行動の過程を変更させることができると仮定される学校の関与，中途退

学，IQ のような 3 つの学校に関連する要因のバッファリングの役割と身体的な児童虐待から反

社会的行動を予測する調査研究を行うために Lehigh の縦断的データを用いている。結果によれ



ば，身体的な児童虐待と早期の反社会的行動には関連があることが分かった。早期の反社会的

行動は，青年期の反社会的行動を予測するものであり，成人期の反社会的行動を引き続き予測

するものである。児童の IQ は，児童の身体的な虐待と児童期の反社会的行動の関係を和らげ

るが，その他の緩和効果は見出されなかった。将来の研究と予防に対する限界と意味について

更に議論が必要である。 

  Hazel ら(2013)は，生徒の学校拘束時間，構成される抱負，所有物，生産性のモデルを提案

している。このモデルから，生徒の学校拘束時間尺度(SSEM)に対するアイテムが展開されて

いる。SSEM は，都市学区の 396 人の 8 年生からのデータにより確認された。構造式モデリン

グを利用し，SSEM の第 2 経験モデルがデータと良く一致し，3 つの要因に対して信頼性があ

り，地区を特定したリスク因子と州の標準化された学業の評価結果がわかった。これらの結果

から，生徒の学校拘束時間モデルと SSEM がどの生徒が中途退学のリスクが高いか，どのよう

に学校の達成をサポートすることを妨げるかを理解する有効なツールであることが示されてい

る。 

  MDRC(2013)では，安定した成人期への道筋を見いだす上での大きな障害に直面する若者を

支援するプログラムを展開し研究している。青年期に関連するプロジェクトの最近のリストで

は，里子の養育と更生施設にいる若者を含む危機的状況にある高校生，学校や仕事から関係が

途絶える中途退学者，関係が途絶える危機にあるシステムに関わる若者という主に 3 つの集団

を対象としている。これらの若者に対するプログラムが，論じられている。なお，この文献は

フルテキストが閲覧可能である。 

  Bask と Salmela-Aro(2013)によれば，学校に対するシニカルな態度，生徒としての不十分さ

の感覚，学校での消耗という 3 つの構成要素に特にかかわる 16～18 歳のフィンランドの若者で

学校での燃え尽きの展開を調査研究している。学業成績の記録にかかわる生徒でのみ，時間の

経過にしたがって，3 つの構成要素すべてで増加しているというエビデンスが見られた。中途

退学した者としなかった者との間では燃え尽きのレベルに差異が見られ，高いレベルのシニシ

ズムや不十分さの中途退学の感覚のリスクは，これら二つの構成要素が低い者よりも明らかに

高い。様々な解釈上の変数を統制しても，シニシズムは依然として中途退学を解釈する重要な

要素であり，低い成績評定は中途退学に対する主要な解釈上の変数と考えられる。平等に努力

を傾け，高い質の教育制度であるにもかかわらず，フィンランドの若者は，多くの他の国々の

若者と比較して，学校での幸福感では低い水準にとどまっている。 

  Gresham ら(2013)によれば，情緒障害(ED)と分類される生徒に対する結果には，どんな障害

グループについても最も貧しい人たちであり，たいへん低い卒業率，ひどい学業成績，停学と

中途退学者の高い割合，慢性的な個人間の問題が含まれる。その上，これらの生徒は，1 パー

セント未満の全体的な有病率であり，学校環境の中ではしばしばサービスが不十分である。こ

の過小サービスは障害教育改善活動(IDEA,2004)で提供された ED の定義に部分的にはよるも

のであり，漠然とし，両立せず，不要なものである。その上，IDEA はどのように評価し，ED，



評価手続き，状態によっては大きく異なる有病率に対して，どのように評価するかのガイドラ

インを提供していない。ED の生徒の評価と治療処置に対する治療介入反応(RTI)モデルの活用

を提案している。RTI モデルでは，生徒にはエビデンスに基づく完全に実行された治療介入が

提供され，これらの治療介入に対する反応が連続的にモニターされる。 

  Werblow ら(2013)によれば，成績の追跡は，生徒の教育機会の質を限定し，能力についての

生徒の認識を減少させ，否定的な影響を生徒の達成に与えていた。成績の追跡とも関連したこ

れらの要因は，低い成績の生徒にあまり勉強をさせないよう，最終的には高等学校を中途退学

するように否定的な影響を与えるかもしれない。総体的な学校レベルの現象と個々の生徒レベ

ルの中途退学を占うものとして成績の追跡調査を，ほとんどの研究では行っていなかった。国

家的に代表するサンプルを用いて，この問題を取り上げている研究はこれまでなかった。2002

年の教育縦断研究(ELS)の最初の 2 つの波の多面分析モデルでは，生徒と学校レベルの差異を

統制して，低い成績の生徒がほぼ 60％高等学校を中途退学しそうである。成績の追跡から，ラ

テンアメリカ系であり，個別の教育計画(IEPL)があり，比較的低い社会経済的背景にある生徒

を不利な立場に置いているように考えられる。より肯定的な学習環境，高いモラル，学習への

集中がある学校では，生徒の中途退学の可能性は，わずかに減少している。 

  Cortez と Malian(2013)によれば，情緒障害と行動障害(EBD)の生徒は，教室での学習妨害や

時々仲間の妨害をするかなり過剰な行動や欠損を典型的に示している。これらの行動は，破壊

的，攻撃的というような外的な容易に気がつく，あるいは引きこもりや不安のような内的な容

易に見通されるものとして，一般的には記述されている。どちらのタイプの行動も，外的，内

的動機づけの不足にかかわるものである。このような生徒に対する治療介入の不足は，低い評

価，中途退学，投獄にも結果としてつながるものである(Wagner,1995)。多くの学区にわたって，

教員，管理職，親，その他の生徒の支援者が協働して EBD の生徒のためになるように適切な学

業上，行動上の教育をデザインすることに取り組んできている。EBD の生徒の行動に変化をも

たらす関係での「矯正教育」の概念を定義している。いつ矯正教育を用いることができるかに

ついて述べ，このアプローチを用いるステップを提供し，事例研究を通して有効性を示してい

る。 

  Murnane(2013)は，1970～2010 年の期間のアメリカ合衆国の高等学校卒業率でのパターンに

関するエビデンスを調査し，エビデンスの穴を満たすために実施される新しい調査研究結果を

報告している。既存のデータ・ソースの強さと限界を指摘することから始めている。卒業率で

の 6 つの特徴的なパターンを次に記述している。特に黒人系とスペイン語系アメリカ人で，20

世紀の最後の 30 年間にわたる停滞，重要な人種格差，収入格差，性別に基づく格差，21 世紀

の最初の 10 年間での卒業率の重要な増加が見られる。学校教育に投資するという個人の決定を

説明するために経済学者が用いるモデルを記述し，卒業率の最近のパターンをモデルのパラメ

ータが説明する範囲を調査研究している。高等学校を修了する貨幣以外のコスト増加と GED

証明書の増加してきている有効性が高等学校卒業生と中途退学者の実質的な格差に直面してい



る停滞を説明することになる。いくつかの仮説があるが，現在まで，高等学校卒業の増加を説

明するごくわずかなエビデンスしか 21 世紀の最初の 10 年の間には評価されていない。高等学

校卒業率を上昇させる効果的戦略のエビデンスを概観することにより，原因となるエビデンス

がなぜ全く控え目であるのかについて論じている最後に論じている。 

  Schachter(2013a)によれば，警告すべき中途退学者数がさらに明らかになり，長期間にわたる

結果が，同様に懸念を増してきている。「学校から刑務所へのパイプライン」に対して必要と

なる多額の公的支援を通して，中途退学者の生涯にわたって，アメリカ合衆国には 2000 億ドル

を中途退学数は毎年求めている。州刑務所の収容者の 4 分の 3 は，高等学校を修了していない

ことを，Alliance for Excellent Education では報告している。中途退学の問題は，社会にとって高

くつくものである。最高の実践の試みを残すことを望んで，組織と会社も，全国的なプログラ

ムで，最も有望な地区とコミュニティに支援し，資金を供給し始めている。サウスカロライナ

州の Clemson 大学での「アメリカの約束と全国中途退学予防センター」(NDPC)のようなアメ

リカ合衆国の学校での中途退学の問題に焦点を当てた組織によって支援された多くのプログラ

ムを取り上げている。これらのプログラムのすべては，この問題の緊急性にかかわるものであ

る。 「1 年につき最高 120 万人の高等学校中途退学者を加えている」，「若者の 25％は高等学

校を卒業していない」，と「アメリカの約束」代表兼 CEO の John Gomperts は述べている。全

国教育統計センターによると，アフリカ系アメリカ人とスペイン語系の生徒では，中途退学者

数はおよそ 65％である。 

  Koutrouba と Karageorgou(2013)は，プロジェクトベースの学習の認知的，社会的に効果のあ

る結果について 677人のギリシャ人の就学支援学校(SCS)の生徒の認識を調べるために 2010年

に質問紙を元にした調査研究を行っている。データの詳述，統計および因子分析から，参加者

が，プロジェクトベースの学習が社会での再統合を促す専門的質として考えられる様々な認知

のスキルを進展させる第 2 の機会を提供していることが分かった。社会的に効果のあるスキル

がプロジェクトベースの学習を行っている間，進展していることも示されている。プロジェク

トベースの学習を行っている間には関連しているが，社会的，協力的な対象と予想の下に置か

れているそれぞれの学習者の個人の体験，特徴，ニーズ，利益，対象に依存し，持続，意欲，

協力，創造力とイニシアティブのようなスキルの成功した取得は連関している。SCS で提供さ

れるプロジェクトベースの学習は，中途退学者の社会的周辺化，汚名，標識化と戦うことでの

強力な手段であると考えられる。 

  Balfanz ら(2013)によれば，アメリカ合衆国の高等学校中途退学の危機に関するこの第 4 年次

最新版では，2006～2010 年の改善ペースが次の 10 年間も維持されるならば，合衆国では初め

て 2020 年卒業クラスにより 90％の高等学校卒業率の目的を満たすのに順調であることを示し

ている。最も大きな利得が，中途退学の危機に最も影響される有色の生徒と低収入の生徒に対

して起こっていた。多くの学校，学区，州では，高等学校の卒業率を押し上げ，より多くの生

徒を大学，そして成功した経歴への進路に導く際に，かなりの利得を得ていた。この進展は，



なぜ，どこで生徒が中途退学をするかについて理解すること，個人と経済への結果についての

高められた認識，効果的な改革と介入のより大きな理解，進展と協同の現実の例という，より

良いデータの結果であった。これらの要因は，中途退学の危機が解決できるより広い理解に関

与していた。進展が励みとなる一方で，卒業率の増加と中途退学の職業高等学校での低下が，

経済的に恵まれない，アフリカ系アメリカ人，スペイン語系アメリカ人，障害のある生徒，限

られた英語力の生徒のような不規則に各州や生徒の下位群で起こっていることをデータのより

深い理解で明らかにしている。様々な人種，民族，世帯所得，障害，限られた英語力の生徒の

中では，多くの州で，大きな卒業格差が結果として依然として存在している。過去 10 年の後半

に体験される次の 10 年での卒業率の増加を繰り返し，すべての生徒の進展を確実にするため，

合衆国は中途退学の危機に最も影響を受ける生徒の下位群に対する進展を速めることによって，

卒業の格差を狭めることに注意を払わなければならない。ここでは，依然として残っている挑

戦となされる進展を概観している。なお，フルテキストを参照することができる。 

  Schachter(2013b)によれば，たとえば物理学のような高レベルの数学コースや科学コースへの

入口として代数学は用いられ，大部分の大学の入学に必須であるように高等学校卒業にも必要

なものであった。心を引きつける代数学は落第への道筋にも向かい，ある生徒たちは決して戻

ることのないものでもある。2010 年のアメリカ合衆国教育省の研究から，高等学校中途退学の

80％が，学校を離れる第一の理由として代数学Ⅰをパスできなかったということであった。さ

らに，州の代数学評価をパスできない落第は，少数民族の生徒の頻繁な問題であり，数学の重

大な達成度の格差につながるものである。代数学Ⅰのカリフォルニア州標準テスト(CST)の

2012 年の結果では，スペイン語系アメリカ人 8 年生の 39％は十分な得点を採っていたが，9 年

生では 20％であった。それぞれ，2 つの学年でのアフリカ系アメリカ人生徒の結果は，32％と

16％であった。白人の生徒では，60%と 34％の実力であった。代数学がすべての生徒に恐るべ

き難問を起こすことは思いもかけないことではなく，変数，係数と二次方程式の素晴らしい新

世界に慣れなければならない。 代数学によって起こされる問題も数多いものである。いくつか

の学区では解決策も実行されている。代数学教育と学習の質を改善するために代数学 I でコモ

ンコア州標準に目を向ける間に，革新的なアプローチに向かった 。8 年生という早い時期にコ

ースを選択する能力がある生徒のふるい分けを含め，より効果的に授業ですべての代数学の生

徒に興味を持たせ，日常生活で代数学の現実のコンクリートの例を用いて，それぞれの生徒の

進歩を適切に管理するものである。 

  Cornell ら(2013)によれば，276 校のバージニア州立高等学校についての研究から，9 年生の

生徒と教員によって認識されているように，いじめやからかいの広がり(PTB)から 4 年後のこ

の一群の中途退学率が予測される。負の二項分布回帰によれば，学校規模，生徒の体の貧弱さ，

少数民族の要素，地域犯罪率，標準到達度テストのパフォーマンスのような，他の予測因子の

効果を統制後に，生徒と教師から報告された PTB での標準偏差の増加が 16.5％，中途退学者数

での 10.8％で，それぞれ関連していることが分かった。PTB の生徒と教師の認識の予測値は，



中途退学率のその他の一般に認識されている相関に対する予測値とかなり相当していた。これ

らの結果は，高等学校での仲間を犠牲にすることの広がりが高等学校の学業上のパフォーマン

スでの重要な要因であるという新しいエビデンスを提供している。 

  Abuya ら(2013)によれば，1990 年代のサハラ南方の半乾燥地域にあるアフリカ諸国の万人に

共通の初等教育の導入は，学籍登録率を上昇させ，これまで学校にいなかった子どもたちに学

習する機会を提供した。ナイロビの低収入の地域で小学生の中途退学と関連するリスク要因を

決定しようとするものである。質的なデータは 2008 年 6 月と 7 月の間に収集された教育調査研

究プログラムから得られている。研究から，Korogocho と Viwandani の 2 つのスラムのゴミ捨

場は，子どもたちを学校から誘い出し，学校で請求される学校課税は子どもたちを校外に出す

ことになり，家族の慢性的な貧困が 14～16 歳の女子を売春に促すことになる。最初の学籍登録

後の中途退学が，導入された目的を否定し，自由な初等教育の宣言は改善された教育的達成を

理解するのには十分ではない。 

  Aud ら(2013)によれば，アメリカ合衆国で政策担当者と市民に教育の進展を知らせることを

支援するため，議会は，全国教育統計(NCES)センターが年次報告（「教育の条件」）を刊行

することを求めてきた。報告には，アメリカ合衆国の教育の重要な成果とトレンドの 42 の指標

が提示されている。これらの指標は，個々の特徴，教育への参加，初等中等教育と中等後教育

に焦点を当てている。2012 年の「教育の条件」には，25～29 歳のヤングアダルトの 90％につ

いて，高等学校卒業証書または相当する証明があり，33％には，学士号があったと示されてい

る。その前年のように，2011 年の年間の中間所得は，たとえば比較的高い教育水準にある人々

で高く，大学の学位のある 25～34 歳の人は高等学校を中途退学した人の二倍以上高かった。

2011 年に，3～5 才児のほぼ 3 分の 2 は幼稚園に学籍登録され，これらの子どもたちのほぼ 60%

がフルタイムのプログラムに置かれていた。初等教育および中等教育段階で，およそ 5000 万人

の公立学校の生徒が，次の 10 年に 5300 万に増大することになる 2011 年に在籍していた。これ

らの生徒のうち，ほぼ 200 万人は，チャータースクールに通っていた。2011 年の中学校以降の

学籍登録は，1800 万人の大学生と 300 万人の大学院生を含む，2100 万人の学生・生徒であった。

初等学校と中等学校に関する NCES の最新データは，5 校の公立学校のうちおよそ 1 校が 2011

年で高い貧困状態であると考えられ，言い換えれば，2000 年でのおよそ 1/8 となる学籍登録さ

れた生徒の 75%以上が無料または割引価格の昼食の資格があることを意味する。2009～2010 年

の年度では，78.2％に当たる約 310 万人の高校生が，通常の期限通りの卒業証書で卒業した。

2011 年には，高等学校修了者のおよそ 68％が，翌秋に大学に学籍登録された。学校に学籍登録

されず，高等学校卒業資格か卒業相当ではない 16 歳から 24 歳のパーセンテージは，1990 年の

12％から 2011 年の 7％に減少した。2011 年の 4 年生大学では，公立および私立の非営利団体の

全日制学生のおよそ 90％が 25 歳未満であった。39％が 25～34 歳の間であり，32％が 35 歳以

上であるが，およそ 29％は私立の営利目的の大学の全日制学生であった。2005 年秋に学位資格

を得ることを始めたおよそ男子学生の 56％と女子学生の 61％が進級せず，2011 年に資格を修



得した。その年には，170 万人が学士号を，70 万人以上が修士となった。「2013 年の教育の条

件」には，これらとより鍵となる指標で利用できる最新のデータが含まれている。新しいデー

タが公表され，指標はアップデートされ，利用可能となる。これらの指標とともに，NCES は，

政策担当者とアメリカ合衆国の市民にアメリカ合衆国の教育における傾向と状況を知らせるた

め，広範囲にわたるレポートとデータを作り出している。なお，この文献はフルテキストが参

照が可能である。 

  Stillwell と Sable(2013)は，新卒平均卒業率(AFGR)，高等学校修了者数と 2010 年度の公立学

校の 9 年生から 12 年生の中途退学者データを記述している。州教育庁(SEAs)は，C 部門，ア

メリカ合衆国教育省の ED"Facts"データ集計システム，2002 年の教育と科学改正法 157 項で確

立される協同組合教育統計システムの一部として，修了者，中途退学者，学籍登録者の年間集

計数を，公立初等中等教育の非会計調査の教育統計(NCES)全国共通中核データ(CCD)国家セ

ンターに報告している。8 つの連続した年度からデータを提示するが，テキストは 2008 年度と

2009 年度の間の比較だけを提示している。図形情報を含む表の提示を通して新しいデータを紹

介することを目的としている。この報告に対して選択された調査結果は，2009 年度の CCD の

中途退学者と修了者の暫定的なデータ・ファイルで利用できる情報の範囲を示している。選択

された調査結果は全データの観察された差異の完全な概観を表すものではなく，特定の問題を

強調するものでもない。データ・ファイルとレポート・テーブルには，５０州，コロンビア特

別区と 8 つの他の管区に対するデータを含んでいる。なお，この文献はフルテキストが参照可

能である。 

 

 3   school phobia に関する研究の概観 

 2013 年の school phobia をキーワードに持つ文献 20 件のうち，関連の考えられる 13 件を取り

上げる。国別ではアメリカ合衆国が 11 件，ドイツが 1 件，オランダが 1 件を取り上げることと

する。 

 Ghoul ら(2013)によれば，仲間を犠牲にすることはメンタルヘルスに挑戦することになるが，

限られた研究では付随的な自己信頼をその関係の仲裁者と考えている。これらの関係の仮定さ

れた仲裁者として，大うつ病性障害，全般性不安障害，青年期の社会恐怖，付随的な自己信頼

への仲間の犠牲の関係を調査研究している。平均年齢 15.95 歳，94％が人種的少数派，63％が

女性の 716 人の青年男女である自己報告データから，仲間の犠牲と可能な自己信頼は，内在化

した問題のかなりの累積効果があることを示していた。媒介分析から，高いレベルの付随的な

自己信頼は内在化した問題の犠牲の影響を拡大することを示唆している。社会恐怖に対して，

この影響は男子にだけ顕著であると考えられる。仲間の犠牲といじめは，ますます国家的な注

目を受け，これらの結果は青年男女のメンタルヘルスに対する犠牲の影響を強調している。可

能な保護要因として自己信頼を対象とした治療介入は，自己信頼を維持する上で外的性質を強

調しすぎないように注意しなければならない。 



 May ら(2013)によれば，特定恐怖は，特に子どもにおいて最も一般的な不安障害の一つであ

る。認知行動療法(CBT)のような従来の技術が実践的ではないという知識にもかかわらず，幼

児の特定恐怖の治療処置に関してはあまり文献は見られない。4 歳と 5 歳の幼児のエビデンス

に基づいた特定恐怖の行動上の治療処置に対する経験的なサポートを提供する二つのケース研

究を取り上げている。結果によれば，補強された実践と参加者のモデリングを用いた段階的な

10～13 のセッションのエクスポージャーセラピー後，子どもたちは犬に対する臨床的に重篤な

恐怖症の基準をもはや満たさなくなった。子どもたちの日常生活での実践や規則的なエクスポ

ージャーの報告が不足しているにもかかわらず，治療処置の効果は 7 ヶ月持続していた。 

  Crawley ら(2013)は，6～13 歳の児童の不安障害に対する 8 セッションという簡易版の認知行

動療法(BCBT)を展開し，評価している。セラピスト治療マニュアルや児童の治療処置ワーク

ブックのような BCBT のプログラムや治療介入資料のデザインと展開，児童の治療処置結果の

最初の評価を取り上げている。分離不安障害，全般性不安障害，社会恐怖の主な不安診断の診

断基準を満たした 26 人の児童が登録されている。結果によれば，不安を抱えた児童に対して，

BCBT は適しており，許容され，有益な治療処置であることを示唆している。無作為対照試験

での児童の不安に対する BCBT や CBT の相対的な有効性を今後，調査研究する必要があると

考えられる。 

 Aparicio ら(2013)は，3 年間の縦断的研究のデータに基づいて，人体測定学と身体組成パラ

メータに関する青年期前期の情緒的な精神病理学の，青年男女 229 人の性別に従った効果を評

価している。児童不安と関連する情緒障害尺度(SCARED)，児童抑うつ検査，子どものための

MINI 国際神経精神病学面接を用いて精神病理学の評価を行った。体脂肪率(%BF)，胴囲(WC)，

肥満指数(BMI)についても測定された。調整された重回帰分析モデル分析後に，結果から抑う

つ状態と分離不安の兆候が男子では WC と BMI が増加するにつれて顕著であり，女子では身体

症状が WC と％BF が増加するにつれて関連が見られた。社会恐怖，パニック障害，気分変調

の診断は男子では WC と BMI の増加に，女子では気分変調が WC の増加にかなりつながって

いた。これらの調査結果から，青年期前期の情緒的な精神病理学が青年期での体重増加と腹部

の脂肪とに関係していることを示唆している。 

  Kuusikko-Gauffin ら(2013)は，社会恐怖と不安検査(SPAI)を用いて，自閉症スペクトラム障

害(ASDs)の子どもの親 131 人と地域の 597 人の親で，社会不安(SA)の兆候を評価している。

SA は，統制群の母親よりも ASD の母親でかなり共通しており(15.6%対 6.7%)，父親ではほぼ

等しい(3.3%対 4.8%)。ASD の母親では，すべての SPAI 尺度で統制群の母親よりかなり高い得

点であった。ASD の父親は，SA の身体的，認知的，回避的，広場恐怖の兆候では，かなり高

い得点であった。精神医学的特徴が子どもの情緒的発達と家族全体の健康に大いに寄与するも

のとして，ASD の親の幸福をサポートすることは臨床的に重要である。 

 Lehenbauer ら(2013)によれば，西欧社会の十代と若い成人の 95%以上は，インターネットを

利用しており，社会恐怖に苦しめられているユーザーが，頻繁にインターネットを利用してい



るというはっきりとしたエビデンスが調査研究から示されている。社会恐怖(SP)は，もっとも

一般的な不安障害の一つであり，早期の発症と，児童期と青年期の恥ずかしい思いの頻繁な履

歴により特徴づけられる。青年男女が教師と話をしたり面と向かった治療処置に参加するのを

躊躇したりして苦しんでいるために SP はしばしば治療処置がなされていない。これらの若い

成人の教育に責任のある教師や介護者は援助する上での臨床心理学的知識がしばしば欠如して

いる。ソーシャルスキルトレーニング(SST)の要素と結びついたエビデンスに基づく認知行動

療法(CBT)の要素を含むソーシャルスキル，社会恐怖，身体リラクゼーション法についての知

識を提供するオンライントレーニングを展開している。ヨーロッパのドイツ語圏では，これま

で，教師や介護者が利用できるこのようなツールはなかった。魅力的なオンライン形式に CBT

要素を伴うオフラインのよく評価された SST の変換が確実な挑戦となっている。特に青年男女

や若い成人に対する CBT 要素を伴うオンラインベースの自己管理 SST を教師や介護者を支援

するために展開している。有用性と受容を確実にする対照群との密接な関係での展開が，この

プロジェクトの目新しさである。社会的な恐れと社会恐怖を予防するマルチステージのプログ

ラムには，ソーシャルスキルの一層の認知再構成の助長が含まれていた。一週間あたり 1 セッ

ション，それぞれのセッションが 30～40 分の 14 のテキストとコミックをベースとしたセッシ

ョンが社会的な恐れと社会恐怖の知識を提供している。61 人のトレーニング参加者と 47 人の

統制群の生徒による事前事後テストにより効果が評価された。事前の結果から，ソーシャルス

キルの増加と同様に社会的な恐れの減少という治療介入群での有望で重要な効果が見られた。

これらの結果から，自己管理オンライントレーニングが社会的な恐れを予防するのに有効であ

り，社会的な恐れ，ソーシャルスキル，身体リラクゼーション法についてのエビデンスベース

の情報を提供する教師や介護者に対する教育的なツールと考えられる。 

  Caporino ら(2013)は，不安障害である児童青年の治療処置反応と鎮静を予測する最適な小児

不安検査尺度(PARS)におけるパーセントの削減と足きり点を決定する研究を行っている。児童

青年不安多面的モデルスタディー(CAMS)，認知行動療法(CBT，Cat 対応)，マルチサイト，薬

物療法(セルトラリン(SRT))，その組み合わせ，分離不安障害，全般性不安障害，社会恐怖に

対する治療処置の錠剤偽薬の相対的な効果を調査したランダムな統制群に参加した 7～17 歳の

438 人の若者の下位群からのデータを用いた。臨床医に評価された PARS が 12 週を配分した事

前事後治療処置を行った。臨床全般印象尺度，DSM ｰⅣに対する不安障害面談尺度に関して評

価された事後治療処置により決定された治療処置反応と鎮静を予測する様々な PARS のパーセ

ントの削減と絶対足きり点を特徴的な方法により操作された上質のレシーバーにより評価した。

障害での対応する変化については，児童不安影響尺度を用いて評価された。6 つのアイテムの

PARS に関して，それぞれ 35％と 50％の削減が治療処置反応と鎮静で予測された。8～10 の事

後治療処置の PARS 素点が鎮静を最適に予測した。不安については，PARS に定義された治療

処置反応と鎮静の機能として改善が見られた。結果は，将来の調査研究とクロス研究比較をす

る際に治療処置反応と鎮静を操作するガイドラインとして用いられることになる。これらのガ



イドラインは，臨床実践での調査研究結果の解釈を容易にすると考えられる。 

  Bohn ら(2013)は，社会不安障害(SAD)に対する個別の認知療法(CT)や対人関係療法(IPT)を

含む無作為対照化試験での治療処置結果に関する突然の利得の効果について研究している。こ

の研究には 16 セッションの治療処置を受けた SAD の 67 名が参加した。個々のセッションでの

重篤さは，社会恐怖週集計尺度(Clark ら,2013)を用いて評価した。結果から，参加者の 22.4％

が治療処置期間に突然の利得を体験していた。突然の利得のあった個人では，なかった個人と

比較して，事後および追跡調査でかなり低い社会不安の兆候を示していた。CT および IPT で

の突然の利得では，同様の程度，頻度，タイミングであった。突然の利得は，IPT と比較する

と，結果として CT での低いレベルの事後の兆候となった。認知の変化は突然の利得には先行

しなかったが，突然の利得は認知の変化に結果としてなっていた。SAD に対する CT および IPT

での突然の利得は，長期の結果を予測するものである。突然の利得の効果は，IPT と比較して

CT でより大きい場合があった。 

 DeSousa ら(2013)によれば，不安障害の診断に対する児童不安障害尺度(SCARED)の感度と

特異性を調査する縦断的コミュニティベースの研究を行っている。参加者は，9～18 歳の 119

名であった。精神医学的診断が，構造臨床面接(K-SADS-PL)を通して精神科医により行われた。

44 人の参加者は，少なくとも一つの不安障害に対して明確な診断を受けた。22 の最適なカット

オフポイントで不安のない子どもとはかなり識別できる SCARED の全得点となった(感度

=81.8%; 選択性=52.0%）。全般性不安障害ではなく，社会恐怖と分離不安障害の SCARED の下

位尺度は，その特異障害に対して検査する全得点より良好な識別適否が明らかになった

(p<0.05)。全体および特定の SCARED 得点から，コミュニティサンプルで AD を特定する適度

な感度と選択性を示した。ＡＤの集団より特定の AD のスクリーニングに関心がある研究者で

は，特定の下位尺度を用いることから利益が得るかもしれない。 

  Hipol と Deacon(2013)によれば，不安障害の治療処置でのエクスポージャーに基づく認知行

動療法(CBT)の十分に確立された有効性にもかかわらず，臨床診療に CBT を採用するのがセラ

ピストは遅かった。CBT の普及の現状を決定するために地方の環境で地域開業医の間での不安

障害に対する心理療法技術の活用を調査している。51 人の公認の心理療法医がワイオミング州

のオンライン開業リストから選択された。強迫性障害，心的外傷後ストレス障害，パニック障

害，社会恐怖のクライエントに対する過去 12 ヶ月の様々な心理療法技術の使用を評価する調査

を参加者は行われた。ほとんどすべての心理療法医は CBT を提供していることを報告し，認知

再構成，覚醒低下戦略，マインドフルネスのような技術が大多数の回答者により用いられてい

た。セラピストにより支援されたエクスポージャーはほとんど利用されず，エクスポージャー

療法を行った者は，このアプローチの問題のある互換性のその他の技術とともにしばしば実施

していた。特に自ら不安のスペシャリストと称する者によって，エビデンスに基づかない技術

が多用されていた。調査結果から，地域の開業医に対するエクスポージャーに基づく CBT を普

及させる努力の成功と失敗をここでは取り上げている。 



  Cheng(2013)は，夫婦間暴力(IPV)，抑うつ状態，全般性不安障害，社会恐怖，パニック障害，

心的外傷後ストレス障害(PTSD)の 5 つの精神障害，アルコール乱用・依存，薬物乱用・依存，

医者，カウンセラー，自助グループから治療処置を求めること，雇用，児童支援，福祉参加の

現在の原因となる関係を縦断的に調査研究している。「女性に対する暴力と福祉再編の役割

(VAWRWR)」という研究の記録から得られた 571 人の 2 次データ分析である。一般化された

評価式(GEE)によれば，身体的虐待は増加させるが，体験される統制された行動は福祉参加の

可能性を減少させている。福祉参加への重要な影響は，パニック発作，薬物乱用・依存，雇用

によって示された。治療処置を求めることと児童支援では何の影響もなかった。統制された行

動や体験された身体的虐待行動に対する福祉参加の関係に関しては，パニック発作，薬物乱用

・依存，雇用，児童支援によって与えられる媒介となる影響は見いだされなかった。 

  Hermans ら(2013)によれば，オランダでは，知的障害(ID)の人々の不安に対する自己申告検

査質問紙は，これまで利用できなかった。知的障害の人々に対する Glasgow 不安尺度(GAS-ID)

をオランダ語に翻訳し，境界領域，軽度，中度の成人の知的障害の信頼性と妥当性を研究して

いる。66 人の参加者，96 人での病院での不安抑うつ状態尺度(HADS-A)の不安下位尺度に対す

る集中的な妥当性について，195 人での精神医学的診断に対する基準妥当性を，テスト・再テ

スト信頼性について研究した。結果内部一貫性は，α=0.86，テスト・再テスト信頼性

ICC=0.89(95%,CI:0.82～0.93)であった。HADS-A の相関関係は"r"=0.61(95%CI:0.47～0.72)，感

度 83.9％(95%CI:72.2～91.2)，17 のカットオフ得点を用いての特異度は 51.8％であった。偽陰

性の過誤は特定恐怖であった。偽陽性のうち 66 人の参加者のうち 38 人，58％が，もう一つの

精神医学的診断であった。GAS-ID のオランダバージョンは満足な感度ではあるが，不安障害

に対する適度な特異度の信頼できるスクリーニング手段であることが分かった。不安障害に対

する特異度は穏やかなだけではあり，高得点がその他の精神医学的な問題でも示されるが，偽

陽性の精神医学的評価に対するリファーを正当化するものである。 

  Mattison と Blader(2013)によれば，情緒障害や行動障害(EBD)の特別支援教育の生徒での限

られた学業上の進展に関心が高まっている。これらの生徒において，学業上の機能に影響を与

える学業上の要因と行動上の要因がどのように相互作用をするかについてはほとんど知られて

いない。潜在的な関係について，自己充足的公立学校(SCS)の 196 人の中等学校の EBD の生徒

に対して 1 年間の教育課程にわたり調査研究が行われた。人口統計学，IQ，到達度テスト，情

緒的な問題や行動上の問題に対して評価する教員のチェックリスト，学校機能の基準尺度が収

集された。最初に学業成績が調査され，回帰分析から読書と数学の到達度が比較的高い言語性

IQ(VIQ)と比較的低い ADHD の不注意な徴候(ADHD-I)によりかなり増加し，比較的高い動作

性 IQ(PIQ)と比較的若い年齢により数学の到達度が増加した。次に一般的な学業上の到達度を

調査し，回帰分析から専攻科目の成績(MAJOR GPA)は ADHD-I についての比較的低い教員評

価，比較的高い数学の到達度，比較的若い年齢によりかなり増加していた。一方，校外での停

学は，比較的高い行為障害と比較的低い社会恐怖の評価によりかなり増加していた。 SCS の



EBD の生徒では，学業上の機能が，主に学業上のパラメータにより，その他の情緒的問題や行

動上の問題以外の ADHD-I により影響を受けていた。 これらの結果から，EBD の多くの生徒

に対する学業上の介入についての教育計画を一層知らせることが必要であると考えられる。 

 

 4  school refusal に関する文献 

 2013 年の school refusal をキーワードに持つ文献 10 件のうち，関連の考えられる 4 件を取り

上げる。国別では，すべてアメリカ合衆国である。 

  Wennas(2013)によれば，ディスレキシアの人々の多様な読解力をより一層理解することが，

ディスレキシアの生徒やその教師にとって不可欠である，より効果的な学習環境のデザインに

とって必要である。どのように読書を理解し，どのように記述するかについて学ぶために，読

書経験について，高等教育を現在あるいは過去に受けているディスレキシアの 7 人の人に面接

を行った。面接は個々のプロフィールとして取り扱われた。回答者は，自分の障害に気がつい

ている成人の経験豊かな読者であるが，宿題と勉強に多くの時間をかけること以外には，ディ

スレキシアを克服する戦略を特定できてはいなかった。それぞれのプロフィールは個性的であ

るが，「ばかもの」というレッテルを受け入れることに対して，親の強いサポートと拒否を含

むいくつかの特徴を共有している。特に，引き続き高等教育を受ける上で，親の強いサポート

を得られないディスレキシアの生徒の可能性を向上させるため，教師にはディスレキシアの多

様な影響を認識する必要がある。 

  Kam と Middleton(2013)は，予定された行動についての理論と主な社会化理論を用いて，直

接的には若者の展望から自身の過去の薬物乱用についての否定的な結果について，間接的には

たとえば命令的で説明的なラテン語系アメリカ人やヨーロッパ系アメリカ人の若者の外的規範，

たとえば個人の規範，態度，拒否の有効性のような内的信条，薬物乱用に関する親の関心，薬

物乱用に対しての親子のコミュニケーションをどのように対象とするかについての研究を行っ

ている。6 年生から 8 年生の 253 人のラテン語系 308 人のヨーロッパ系アメリカ人，計 561 人

の縦断調査データを用いている。対象とされた親子のコミュニケーションは，高いレベルの薬

物乱用に反対する認識であったが，自身の過去の使用についての親の言及では低いレベルにと

どまっていた。 

  Hinckson と Curtis(2013)によれば，知的障害(ID)を抱えている子どもの身体活動のレベルを

決定し，治療介入プログラムの効果を評価する上で，身体活動の正確な評価をすることが必要

である。知的障害の子どもでの身体活動の尺度のシステマティックな概観を PRISMA のガイド

ラインを用いておこなっている。MEDLINE-PubMed，Scopus，Full Text による CINAHL Plus と

SPORT Discus（2012 年 5 月までの分）の各データベースを検索し，文献を特定した。5～18 歳

の学齢児の該当者であり，知的障害のある子どもを対象とした原著である調査研究を報告し，

身体活動レベルを測定している英語の文献という基準を用いて検索を行った。検索は全文が利

用でき査読された雑誌の記事に限定した。検索は，5087 件が確認された。78 件の記事が完全な



概観であり，30 件が基準を満たしていた。知的障害のある子どもでの身体活動を定量化するた

めに用いられたツールの妥当性と信頼性の研究の件数は明らかに不足していた。身体活動の客

観的な測定値が一貫した結果を提供していた。研究デザインと方法論的な質の違いにもかかわ

らず，知的障害のある子どもが障害のない子どもと比較して，かなり活動的ではないという研

究間での一致が見られた。器具をつけることを拒むこと，知的障害のある子どもの運動の限界，

装置の位置決めが共通した課題であった。将来の研究では，知的障害のある子どもの身体活動

を評価するのに用いられるツールの妥当性と信頼性を決定することに焦点化する必要が求めら

れる。 

 Balkam ら(2013)によれば，実地研究プロジェクト報告を通して，教員の研究者は，生徒のテ

スト不安の問題を取り上げている。このプロジェクトの目的は，社会科，科学，国語科の教科

領域で，様々な介入により評価 5 から 7 の生徒のテスト不安を軽減することであった。2012 年

8 月 20 日と 2012 年 12 月 21 日の間の研究には 66 人の生徒の参加者があった。例えば発汗，た

たくこと，ひどい成績のようなテスト不安を示すような行動を生徒は示していた。問題の更な

るエビデンスには，生徒調査，親調査，教員調査が含まれていた。生徒調査では，学校でテス

トをすることについて生徒は否定的に考えており，特定の教科領域で，テストをすると気分が

悪いと言っていた。このように述べていた生徒の親も，学校で生徒がテストに直面していると

き，そのような感情を体験しているところを目にしていたことに注目していた。調査を受けて

いる教員は，たたくことのような不安に関連がある場合，勉強に対する拒絶と神経過敏の特性

に気がついていた。教員の研究者は，問題領域を明らかにするために，さまざまな介入をおこ

なった。これらの介入には，テストの点数をとる戦略，共通テストと識別テストを教えること

を含んでいた。生徒は，それらの戦略を用いてテストの点数を最もとる方法を教えられたが，

問題では重要語に焦点を当て，間違った答えを除き，拡張した反応を計画することに限られて

はいなかった。予備試験は，生徒がどのように話題を知っていたかについて，教員の研究者に

教えるために，各々の単位の初めには与えられた。 共通テストを通して，生徒はそれぞれでテ

ストをまず行った。次の日，生徒は，課題についての彼らの予め定められた知識に基づくグル

ープまたは技術を例示する能力グループに入れられた。 グループで，生徒は，テストに再挑戦

し変わるか，彼らの答えを主張するために一緒に勉強することができた。これらのテストが共

通テストの間ではグループの生徒にも使われたが，デザインではテストを区別した。教員の研

究者は，生徒を自分のレベルを最も評価する 1 単位につき 3 段階のテストをつくったが，彼ら

が何を学んだかについて示すことを生徒に求めた。試験終了までに，教員の研究者は，生徒が

積極的な変化を，心が引きつけられるテストを学校で行った方法に感じることが分かった。よ

り多くの生徒は気分がよいと報告していたが，介入の一部を行った後に，テストに備えた。生

徒自身もテストに備えた方法が変わらないと述べていたので，この情報は特によかった。この

ように，実行される介入が生徒のテスト不安を減らすのを支援したことが確認された。なお，

本文献はフルテキストが閲覧可能である。 



 

 Ⅲ おわりに 

 2013 年の ERIC における不登校に関連すると考えられる研究では，ERIC データベースの特

徴もあるが雑誌の形で出版され，収録された文献として取り上げられているものが多く見られ

る。ここ数年の傾向として，特別支援教育で取り上げられている障害に関わる文献が増加して

きている。不安障害，社会恐怖，行為障害，ＡＤＨＤ，自閉症スペクトラムなどに関する文献

が多く見られているが，これらの重複障害，併発疾患についても取り上げられていることも近

年の特徴である。様々な場面での認知行動療法を活用したケースも多く見られる。薬物やタバ

コの常用等の物質乱用と不登校の関連を取り上げている文献も見られるが，ここでは取り上げ

なかった。 

 インターネットでの掲載が容易になり，引用文献，参考文献をあわせて掲載する文献が多く

なっている。文献を電子データとして保存をすることが普通となり，それぞれのキーワードに

関わる文献数が著しく増加してきていることも近年の特徴である。 

 2013 年 11 月末より，日本国内の個人利用者向け DIALOG データベース Psyc Info による

PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS の利用ができない状態になり，2013 年の文献については ERIC

データベースでの作業を行った。 

 2013 年の ERIC データベースでは，2013 年 6 月現在で，school attendance に関する文献が 32

件，school dropouts に関する文献が 28 件，school phobia に関する文献が 20 件，school refusal

に関する文献は 10 件であった。2013 年の検索文献総数は 90 件であり，このうち 64 件につい

て取り上げた。検索文献件数は，1997 年 101 件，1998 年 95 件，1999 年 118 件，2000 年 166

件，2001 年 289 件，2002 年 280 件，2003 年 371 件，2004 年 833 件，2005 年 935 件，2006 年

806 件，2007 年 1,225 件，2008 年 1,269 件，2009 年 1,558 件，2010 年 1,647 件,2011 年 2,266 件，

2012 年 2,282 件であり，文献数としては 2007 年から 1,000 件を超し，更に増加し続けている。

2004 年以降の急激な増加が文献の電子化の普及と関連があると考えられる。2013 年分について

はERICのみとなっているので，2014年の文献の整理において，PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS

での 2013 年分を含めての文献数を記載し，増減については今後も注目していきたい。 

 基礎研究としての ERIC および PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS の文献を用いた世界の不登

校に関する研究の 1 年毎の概観は，23 年目となる。2002 年まで進めてきた ERIC の年毎の概観

が，検索方法が一度変更され，できなくなっていたが 2012 年より再度検索ができるようになっ

た。一方で PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS の年毎の検索が日本国内の個人利用者では現在で

きない環境にあるので，対応について検討していきたい。ERIC の利用が可能であったので，

2013 年度分について基礎研究を継続した。日本における登校に関連する問題，不登校に関連す

る問題は解決してきているとは考えられず，通常学級に在籍している児童生徒のコミュニケー

ション能力との関連，更に特別支援教育との関連もあり，今後も 2000 年代の１年毎の概観のア

プローチをしていく必要があると考えている。 



 なお，2010 年の文献に関わる作業中に，東日本大震災が起こり，この文献分類作業には直接

的には関連はないが，2013 年のこれまでの検索キーワードに重ねての関連文献として東日本大

震災をキーワードとする文献は見られていないが，震災あるいは地震としては文献として認め

られるので，注視していきたい。 
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